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おわりに 

「災害ケースマネジメント実施の手引き」は、地方公共団体、福祉関係者、NPO 等

の民間団体、士業、有識者等の多様な主体におけるこれまでの災害ケースマネジメン

トの取組を参考に、標準的な取組と呼べるものを整理したものです。 

全国の地方公共団体におかれては、本手引きを参考に、地方公共団体の実情に応じ

た実施体制・取組を平時から検討いただき、今後の災害ケースマネジメントの実施に

備えていただきたいと思います。 

また、災害ケースマネジメントの実施には、官民の連携が欠かせません。本手引き

は、地方公共団体が取り組む際の参考となるよう作成したものですが、協働して災害

ケースマネジメントに取り組んでいく民間の皆様にも参考としていただき、取組への

理解を深めていただけますと幸いです。 

今後、災害ケースマネジメントに取り組む地方公共団体が増えることで、さらにノ

ウハウが蓄積していくと予想されます。 

内閣府としても、このような今後の蓄積を本手引きの中に反映することで、より使

いやすいものとなるよう絶えず検討を行うとともに、説明会や研修などを通じ、災害

ケースマネジメントを担う人材の育成や取組手法の全国への普及を進めてまいりま

す。 

また、「令和４年度災害ケースマネジメントの手引書作成に関する有識者検討会」

において明らかとなった長期的な検討課題について、地方公共団体や有識者、関係団

体、関係省庁等の意見を聞きながら検討を行ってまいります。 
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